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都道府県協議会の開催状況

• 令和5年度～7年度の開催状況（合計）
6回：2県 4回：1府  
3回：27都道府県（うち2県は書面開催）
2回：8県 1回：3県  0回：6県

• ホームページでの情報公開
資料及び議事概要等を公表：17都道府県
非公表：30県
（6県は協議会未開催なので、開催時公表か非公表かは不明）

出典：第1回本検討会 資料5より抜粋
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都道府県協議会での協議内容の例

現状に対する認識共有、死因究明に関連する施策の推進状況、各機関の取組状況、都道
府県死因究明等推進計画等の検討、関連する施設の紹介等

出典： https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/iryou/iryoujouhou/r7-shiin_d/fil/shiryou1.pdf
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出典：https://www.pref.saga.lg.jp/kiji00396029/index.html 5



都道府県と地元大学との関係

• 都道府県協議会への参画・協力は全て

• 一部の都道府県では、行政解剖・承諾解剖の
実施を委託したり、国庫補助制度に県単独補
助を上乗せした施設整備補助を実施した例あ
り。

• 複数の大学が所在する都道府県では、協議等
が密に行われていることが推測されるところ
がある一方、ほとんど交流がないと推測され
るところもあり。
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都道府県の認識している課題

• 法医解剖医、技術職員の人材不足等

• 死亡時画像診断実施医療機関の確保、機器整備、放射
線医師及び技術職員の確保

• 検案協力医の人材不足と高齢化

• 検案の標準化を念頭に置いた検案マニュアルの作成等

• 大規模災害を念頭においた検案・身元確認体制の整備

• 死体搬送の対応主体の整理

• 同一都道府県内で死因究明体制が異なることに対する
対応方策（東京都、大阪府等）

• 予算不足等、その他
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2040年を見据えた望まれる検討事項（私見）

• 今後、生産年齢人口、中でも18歳人口が年々減少することを踏まえ
ると、医師、看護師などの医療関係職種の確保は困難さが増し、現
状でも新規参入が厳しい法医学関係分野の人員確保は一層厳しくな
ることが予想される。地域間格差の激化も予想され、全国共通のシ
ステムで、質的・量的に同水準の保健医療サービスを提供すること
は非常に厳しくなり、地域特性を踏まえた抜本的な対応策の検討が
必要に。

• 地方都道府県エリア：地方厚生局単位での国の取組強化（麻薬
取締部的な組織の創設）

• 当面の間は現状を前提とした取組の強化が必要では

• 法医解剖とAi（死亡時画像診断等）との役割分担・対象の整理

• 現在医師資格を有する者へのアプローチ（検案、Ai等の研修に
加えて、インセンティブの強化）
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